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京都議定書で約束している地球温暖化ガスを削減する

ためには、省エネルギーの推進、発電効率の向上、CO2

排出量の少ない電源の積極的導入など、さまざまな対応

が必要である。一方、自然エネルギーをある一定割合以

上に導入することを義務づけるＲＰＳ（Renewables

Portfolio Standard)制度が、平成15年４月から施行され

る。対象となるエネルギーは、1. 風力 2. 太陽光 3. 地熱

4. 水力（水路式の1000kW以下の水力発電） 5. バイオマ

ス である。

本文中にもあるように、現在わが国の地熱発電の発電

設備容量は55万kWであり、全発電設備容量に占める割

合は0.20％に過ぎない。しかし、発電電力量に占める割

合は0.32％と、数値はやや上がる。これは地熱発電がベ

ース的に用いられているからに他ならない。自然エネル

ギーの中で、地熱エネルギーはとくに安定した特性をも

つ優れたエネルギーである。

地熱エネルギーをより大規模に利用しようという「高

温岩体発電」の雄勝での研究は、さまざまな成果を得て、

ここで一区切りをつける形となる。今後、オーストラリ

アでの高温岩体発電の実証研究への参加などが決まって

おり、さらに期待は膨らんでいく。

地熱は地球の恵みである。エネルギー資源の多くを国

外に依存しているわが国であるが、地下には「地熱」と

いう世界に誇るエネルギー資源が眠っていることを最後

にもう一度記して、編集後記に代えたい。本冊子が皆様

の未利用地熱資源の開発について、ご理解いただく一助

となれば、望外の喜びである。
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